
（平成27年度中間）[様式７]

区の評価及び意見（区役所地域担当）

【　　　　　　　　区】　　（受託者：　　　　　　　　　　　）

（１）「Ⅰ　地域課題
への取組」にかか
る支援の実施状況

（２）「Ⅱ　つながり
の拡充」にかかる
支援の実施状況

（３）「Ⅲ　組織運
営」にかかる支援
の実施状況

（４）「Ⅳ　区独自取
組」にかかる支援
の実施状況

（区が「自律的運営に向けた
地域活動協議会の取組（イ
メージ）」において設定したも
の）

①中間支援組織として広報紙の発行や動画配信を行うことで、地域活動を発
信していることは評価できる。
②勉強会を行うとともに、エクセルによる帳簿作成など、適切な会計処理に向
けて行っている事は評価できる。
③酉島における１泊防災キャンプに大学生が参加したことや、梅香島屋では
新たな担い手層が参加し、避難所開設訓練・防災ワークショップを開催したこ
とは評価できる。
④広報づくりについては、区内の青少年団体とマッチングし、委託して作成し
たことは評価できる。
⑤企業やNPO団体とマッチングさせることにより事業実施した事は評価でき
る。

（１）自由提案による地
域支援の実施状況

（企画提案書（事業計画
書）等で受託者が提案し
たもの）

取組実績の評価（２）

実情に合う課題分析がされ、必要な改善策が示されている。
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「プロボノ」による地域課題解決に向けた支援については、企業等に勤める人
材のノウハウを学ぶうえで非常に有効である。取り組みを通じて、地活協の活
動基盤が強化されるよう期待する。

実情に合う課題分析がされ、必要な改善策が示されている。
広報紙の発行について、未だ発行できていない地域への支援を期待する。

実情に合う課題分析がされ、必要な改善策が示されている。

ア　地域への支援実績に対する評価

イ　支援の有効性に対する評価 ウ　課題分析と改善策等に対する評価

ー ー

①フェイスブック・you tube　動画が地域間・他区地活協とを繋いでいるという
評価は妥当である。
②会計処理にパソコンを使用することで担い手の発掘につながった事は手法
として有効であった。
③酉島地域において、大学生との連携を通じて、他団体との連携協働の認識
がされたことは、評価できる。
④広報づくりについては、青少年団体とのマッチングをしたことで、広報紙の
全戸配布できたことは、支援が有効であった。
⑤企業・NPOの専門性発揮がされ地域活動で活かされている事は、支援が有
効であった。

（２－１）スーパーバイ
ザー、アドバイザー及
び地域まちづくり支援
員の体制

（２－２）フォロー(バック
アップ)体制等

①ファシリテーション手法の導入によって、活発な意見交換がなされたことは
有効である。今後、あらゆる場で活用される事を期待する。

②「コノまちインタビュー」は、地域役員以外の声を聞く手法として有効である。

③恩貴島地域の自主財源確保に向けての支援について有効であるという評
価は妥当である。

①運営委員会の作成・進行など地域で運営できるよう必要な支援されている
事については評価できる。
②適切な会計処理がに向けて勉強会を定期的に開催し、個別対応も行った
いることは評価できる。
③広報支援については、必要な作成・助言ができていると評価する。
④事業報告書、決算等についても必要な支援が為されており、評価できる。

ー

取組実績の評価（１）

項目 ア　地域への支援実績に対する評価
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項目

フォロー体制については問題ない。

－

ウ　課題分析と改善策等に対する評価

体制については、地活協運営委員への支援など充分に機能している。
地域からの相談や問い合わせに適切に対応できており、体制に問題ない。
スーパーバイザーの効果的な活動ができている。

①地域課題の解決に向けて、ファシリテーション手法を用いながら意見交換を
すすめた事については評価できる。
②「コノまちインタビュー」では、課題解決に向けて子育て世代の意見を収集
した事については評価できる。
③自主財源確保に向けて、民間の機関が実施する各種助成金の情報提供を
実施したことは評価できる。

①有効であるという評価は妥当である。
②エクセル帳簿を活用することによって、新たな担い手ができたことは、支援
が有効であった。
③有効であるという評価は妥当である。
④すべての地域で、決算報告作成がされたことは、適切な支援ができていた
と考える。

新規事業等で増員が必要な場合も、適切に対応できている。
地域からの問い合せも、常に対応できるよう連携がされている。

イ　支援の有効性に対する評価
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（平成27年度中間）[様式７]

（２－１）「Ⅰ　地域
課題への取組」達
成状況

（２－２）「Ⅱ　つな
がりの拡充」の達
成状況

（２－３）「Ⅲ　組織
運営」の達成状況

〈議決機関（総会・運営委員会等）の適正な運営〉
④適切な支援が実施できている。
⑤地域活動協議会の運営状況が周知されるよう、引き続き支援された
い。

〈会計事務の適正な執行〉
④適切な支援が実施できている。
⑤適切な支援が実施できている。

〈多様な媒体による広報活動〉
③実施地域以外での活用を支援されたい。
④適切な支援が実施できている。
⑤引き続き、運営委員会等の場で説明されたい。

今後の改善策については、必要な改善が記載され評価できる。

今後の改善策については、必要な改善が記載され評価できる。

今後の改善策については、必要な改善が記載され評価できる。受託者の要因分析は適切である。

（３）区のマネジメントに
対応した取組

(
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（１）アンケート調査
・地域が一体となって運営さ
れている：○○％以上（区毎
に設定）
・適切であると感じている：
60％以上
・自律的な地域運営に取り組
めている：50％以上

・自主防災組織による避難所開設訓練・津波避難訓練について、地域と行政
との中間支援組織的役割ができている。
・地域活動協議会の会計については、要綱に従った適切な指示ができてい
る。
・課題に応じて、区役所担当部署と調整・連携ができている。

取組効果の評価

項目

受託者の要因分析は適切である。
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受託者の要因分析は適切である。

〈これまで地域活動に関わりの薄かった住民の参加の促進〉
②さまざまな広報媒体を使用して広報している。引き続き新たな住民の参
加に向けて努められたい。

〈地域活動協議会を構成する活動主体同士の連携・協働（担い手の拡大
含む）【地域活動協議会内部】〉
④各地域において、新たな活動主体が参加し新たな取組が行われてい
る。

〈地域活動協議会と他の活動主体との連携・協働【外部との連携・協働】〉
②各地域において、新たな活動主体が参加し新たな取組が行われてい
る。

〈地域公共人材の活用〉
②引き続き、地域へ紹介を行うことで企画検討の場等での活用を促して
いただきたい。

ア　取組効果に対する評価

⑥地域資源の有効活用について、支援により活動が始まっている。CB・
SB化については、地域に潜在する事業化できうる地域課題の掘り出しを
行っていただき、区と連携しながら事業化していくことを今後期待したい。
⑦他の中間支援組織の活用については、適切に実施できている。

＜法人格の取得＞
②取得の意義については、各地域へ説明されてきたが、今後地域から
ニーズ等があれば適切な情報提供に努められたい。

・支援が活動の役に立ったとの回答が、昨年度から1.3％増加し、97.3％
が役立ったと回答したことは、中間支援組織が適切な支援ができている
結果と考える。また、地域課題について話し合うことが活発になったとの
評価が前年度を上回り84.7％もの回答があったのは、これまでファシリ
テーション手法を使用して、地域を支援してきた結果と評価する。

支援に対する評価は非常な高率であり、地域ｊに対する支援が適切に実
施されていることは評価できる。

－

イ　問題点の要因分析に対する評価 ウ　今後の改善策等に対する評価

目
標
等
の
達
成
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況

対応は有効である。 ー
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（平成27年度中間）[様式７]

（２－４）「Ⅳ　区独
自取組」の達成状
況

総合評価

総
合
評
価
Ⅱ

⇒

今後の改善策については、必要な改善が記載され評価できる。
アンケート手法を用いて、地域役員のニーズを把握し、支援内容に反映
できている事は評価できる。

（１）地域課題等の把
握・分析・整理

（２）目標（支援策）の明
確化とそこに向けた戦
略・シナリオの策定

（３）区のマネジメントに
合った取組

（３）その他の効果の
あった内容

適切に目標が設定されおり、そこに向けた戦略・シナリオが策定されている。

適切な取組ができている。

適切に地域課題等の分析・整理できている。

総
合
評
価
Ⅰ

総合評価（全体）
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アンケート調査結果にもあるように、地域活動協議会役員からの信頼関係の中で、新たな事業実施・人材育成についても忌憚の無い意見交換ができていることについては評価できる。
防災事業については、中間支援の役割が発揮され、行政と充分連携協力できている。
防災訓練が進んでいない地域については、まず地域のつながりづくりなど、気運を向上させ、実現にむけ努力しているところは評価できる。
組織運営については、支援により適正な運営が為されている。広報紙については順次発行されているところであるが、未発行の地域についても引き続き支援に努められたい。

受託者の要因分析は適切である。
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